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議案質疑

　
第
３
回
定
例
会
で
は
、「
令
和
３
年
度
一
般
会
計
歳
入
歳
出
決
算
認
定
」な
ど
、23
議
案

が
市
長
か
ら
提
出
さ
れ
ま
し
た
。議
長
を
除
く
21
人
の
議
員
で
採
決
し
た
結
果
、原
案
の
と

お
り
可
決
・
同
意
・
認
定
し
ま
し
た
。（
採
決
の
結
果
は
４
ペ
ー
ジ
）

９月定例会
９月１日～９月30日

安
全
安
心
な
市
民
生
活
の
た
め
に

安
全
安
心
な
市
民
生
活
の
た
め
に

常
任
委
員
会
か
ら
要
望
指
摘
事
項
を
市
長
に
提
出

常
任
委
員
会
か
ら
要
望
指
摘
事
項
を
市
長
に
提
出

◆
学
童
保
育
室
条
例
の
一
部
改
正

Ｑ
　
第
三
学
童
保
育
室
が
設
置

さ
れ
る
こ
と
に
よ
り
、待
機
児

童
は
解
消
で
き
る
の
か
。

Ａ
　
令
和
５
年
４
月
１
日
よ

り
入
間
野
小
学
童
保
育
室
全

体
の
定
員
が

１
０
０
名
か

ら
１
２
５
名

に
な
り
、
待

機
児
童
は
解

消
さ
れ
る
見

込
み
と
な
っ

て
い
る
。

◆�

建
築
基
準
法
等
関
係
事
務
手

数
料
条
例
等
の
一
部
改
正

Ｑ
　
既
存
住
宅
に
長
期
優
良
住

宅
の
認
定
制
度
が
創
設
さ
れ
る

こ
と
に
よ
る
効
果
は
。

Ａ
　
今
回
創
設
さ
れ
る
制
度
を

活
用
し
て
長
期
優
良
住
宅
の
認

定
を
取
得
す
る
こ
と
で
、既
存

住
宅
を
売
却
、ま
た
は
賃
貸
用

住
宅
と
し
て
活
用
す
る
場
合
、

そ
の
物
件
の
付
加
価
値
が
高
ま

る
。一
方
、既
存
住
宅
を
購
入
す

る
場
合
、良
質
な
物
件
を
安
心

し
て
購
入
す
る
こ
と
が
で
き
、

住
宅
ロ
ー
ン
を
活
用
す
る
際
に

は
所
得
税
の
減
税
対
象
と
な

り
、税
制
面
に
お
い
て
優
遇
さ

れ
る
。

◆
一
般
会
計
補
正
予
算（
第
５
号
）

Ｑ
　
コ
ロ
ナ
禍
に
お
け
る
原
油

価
格
・
物
価
高
騰
等
総
合
緊
急

対
策
事
業
で
あ
る
農
業
経
営
継

続
支
援
事
業
の
内
容
は
。

Ａ
　
原
油
価
格
や
物
価
の
高
騰

な
ど
に
伴
い
、燃
料
や
肥
料
、梱

包
資
材
な
ど
の
農
業
生
産
資
材

が
高
騰
し
、影
響
を
大
き
く
受

け
て
い
る
農
業
者
に
、経
営
の

継
続
支
援
を
目
的
と
し
て
、農

業
収
入
に
応
じ
て
支
援
金
を
交

付
す
る
も
の
。交
付
要
件
は
、市

内
に
住
所
を
有
す
る
農
業
者
、ま

た
は
市
内
に
主
た
る
圃ほ

じ
ょ
う場
を
置

く
農
業
法
人
で
、自
ら
農
畜
産
物

を
生
産
し
そ
の
販

売
収
入
額
が
年
間

50
万
円
以
上
で
、引

き
続
き
農
業
を
継

続
す
る
意
思
を
有

す
る
も
の
。

主
な
議
案
審
議

入
間
野
小
第
一・第
二
学
童
保

育
室
の
待
機
児
童
の
解
消
を
図

る
た
め
、第
三
学
童
保
育
室
を

設
置
す
る
も
の

長
期
優
良
住
宅
の
普
及
の
促
進

に
関
す
る
法
律
等
の
改
正
に
伴

い
、所
要
の
改
正
を
す
る
も
の

設置場所
入間野小第三学童保育室（仮称）
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議案質疑

Ｑ
　
令
和
４
年
３
月
と
４
月
の

保
育
所
の
待
機
児
童
数
は
。

Ａ
　
４
年
３
月
１
日
時
点
の
待

機
児
童
数
は
１
２
３
人
、４
月

１
日
時
点
の
待
機
児
童
数
は
12

人
で
あ
る
。な
お
、入
所
申
請
は

毎
月
受
付
し
て
い
る
こ
と
か

ら
、待
機
児
童
数
は
年
度
当
初

が
最
も
少
な
く
、年
度
末
に
向

け
増
加
す
る
傾
向
に
あ
る
。

Ｑ
　
令
和
３
年
度
の
狭
山
市
、県
、

国
、近
隣
市
の
生
活
保
護
率
は
。

Ａ
　
狭
山
市
が
０・
６
１
％
、県

が
１・３
３
％
、国
が
１・６
３
％

で
あ
る
。近
隣
市
の
状
況
で
は
、

川
越
市
が
１
・
２
％
、所
沢
市

が
１
・
４
１
％
、入
間
市
が
０
・

９
４
％
、飯
能
市
が
１
・
１
２
％
、

日
高
市
が
０
・
９
７
％
と
な
っ

て
い
る
。

Ｑ
　
保
健
セ
ン
タ
ー
が
購
入
を

予
定
し
て
い
る
検
査
機
器
は
、

ど
の
よ
う
な
も
の
か
。
　

Ａ
　
視
覚
機
能
を
簡
便
な
方
法

に
よ
り
判
定
で
き
る
機
器
で
、

具
体
的
に
は
、機
械
か
ら
発
せ

ら
れ
る
光
を
数
秒
見
つ
め
る
だ

け
で
、痛
み
を
伴
わ
ず
に
計
測

が
可
能
で
あ
る
。こ
の
検
査
で

は
、屈
折
異
常
を
発
見
し
た
り
、

視
力
の
発
達
の
遅
れ
な
ど
を
瞬

時
に
判
定
で
き
る
こ
と
か
ら
、

行
動
を
制
御
す
る
こ
と
が
難
し

い
幼
児
な
ど
の
検
査
に
効
果
的

で
あ
る
。

◆
一
般
会
計
補
正
予
算（
第
６
号
）

Ｑ
　
電
力
・
ガ
ス
・
食
料
品
等
価

格
高
騰
緊
急
支
援
給
付
金
の
支

援
対
象
と
な
る
世
帯
は
。

Ａ
　
令
和
４
年
９
月
30
日
に
お

い
て
市
の
住
民
登
録
が
あ
り
、

同
一
の
世
帯
に
属
す
る
者
全
員

が
４
年
度
住
民
税
非
課
税
で
あ

　歳
　入

令
和
３
年
度

一
般
会
計
決
算
認
定

る
世
帯
、ま
た
は
、住
民
税
非
課

税
世
帯
以
外
の
世
帯
の
う
ち
、

予
期
せ
ず
に
、４
年
１
月
か
ら

12
月
ま
で
の
家
計
が
急
変
し
、

同
一
の
世
帯
に
属
す
る
者
全
員

が
４
年
度
の
住
民
税
が
非
課
税

で
あ
る
世
帯
と
同
様
の
事
情
に

あ
る
と
認
め
ら
れ
る
世
帯
が
対

象
と
な
っ
て
い
る
。

Ｑ
　
給
付
金
の
周
知
方
法
は
。

Ａ
　
課
税
状
況
が
確
認
で
き
た

非
課
税
世
帯
に
対
し
て
、確
認
書

を
送
付
す
る
こ
と
と
し
て
い
る
。

Ｑ
　
実
施
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル
は
。

Ａ
　
課
税
状
況
が
確
認
で
き
た

非
課
税
世
帯
に
、令
和
４
年
11
月

中
旬
を
目
途
に
確
認
書
を
送
付

し
、返
送
期
限
を
５
年
１
月
31

日
と
す
る
予
定（
申
請
が
必
要

と
な
る
世
帯
に
つ
い
て
も
同
様
）。

４
年
度
内
に
給
付
完
了
予
定
。

Ｑ
　
申
請
か
ら
振
り
込
み
ま
で

の
期
間
は
。

Ａ
　
給
付
要
件
の
審
査
や
振
込

口
座
な
ど
の
確
認
を
行
う
こ
と

か
ら
、概
ね
３
週
間
程
度
の
期
間

が
必
要
で
あ
る
と
考
え
て
い
る
。

Ｑ
　
コ
ロ
ナ
禍
に
お
け
る
歳
入

へ
の
影
響
は
。

Ａ
　
市
税
は
前
年
度
対
比
１
・
８

％
減
の
２
１
２
億
８
千
万
円

で
、そ
の
う
ち
個
人
市
民
税
は

前
年
度
対
比
３
・
６
％
減
と
コ

ロ
ナ
禍
の
影
響
が
若
干
あ
っ
た

が
、法
人
市
民
税
は
前
年
度
対

比
11
％
増
と
な
り
、企
業
活
動

が
コ
ロ
ナ
禍
前
に
戻
り
つ
つ
あ

る
と
考
え
て
い
る
。

　
使
用
料
及
び
手
数
料
は
、公

立
保
育
所
や
学
童
保
育
室
、公

民
館
な
ど
の
使
用
料
収
入
が
増

加
し
た
こ
と
に
よ
り
前
年
度
対

比
６
・
９
％
増
と
な
り
、市
民
生

活
の
面
で
も
徐
々
に
コ
ロ
ナ
禍

前
に
戻
り
つ
つ
あ
る
と
考
え
て

い
る
。ま
た
、新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ

ル
ス
感
染
症
対
策
と
し
て
、子

育
て
世
帯
へ
の
臨
時
特
別
給
付

金
給
付
事
業
費
、ワ
ク
チ
ン
接

種
体
制
確
保
事
業
費
と
新
型
コ

ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
対
応
地

方
創
生
臨
時
交
付
金
事
業
費
等

の
事
業
を
実
施
す
る
た
め
の
財

源
と
し
て
約
50
億
円
の
国
庫
補

助
金
が
交
付
さ
れ
た
。

Ｑ
　
コ
ロ
ナ
関
連
の
経
費
を
差

し
引
い
た
後
の
決
算
の
規
模
が
例

年
よ
り
大
き
く
な
っ
た
要
因
は
。

Ａ
　
主
な
要
因
と
し
て
、土
地

開
発
基
金
の
廃
止
・
地
方
交
付

税
の
増
額
に
伴
う
基
金
積
立
事

業
費
の
増
加
、ま
た
、入
曽
駅
周

辺
整
備
事
業
、狭
山
市
駅
加
佐

志
線
整
備
事
業
、笹
井
柏
原
線

整
備
事
業
な
ど
の
事
業
費
の
増

加
な
ど
で
あ
る
。

Ｑ
　
残
業
が
過
労
死
ラ
イ
ン
と

言
わ
れ
て
い
る
80
時
間
を
超
え

て
い
る
職
員
の
人
数
、１
か
月

あ
た
り
の
最
高
時
間
数
、残
業

が
多
い
部
署
は
。

Ａ
　
令
和
３
年
度
で
は
管
理
職

を
含
め
78
名
が
超
過
し
て
お
り
、

最
高
時
間
数
は
10
月
執
行
の
衆

議
院
議
員
選
挙
事
務
に
お
け
る

月
２
４
０
時
間
で
あ
る
。

　
ま
た
、残
業
が
多
か
っ
た
所

属
は
保
育
幼
稚
園
課
で
あ
る
。

　歳
　出

斜視や弱視の早期発見が斜視や弱視の早期発見が
可能な検査機器可能な検査機器


